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［ 問い合わせ先：山梨県森林総合研究所　森林研究部　生産科　Tel 0556-22-8001 ］

図 2　組織培養試験結果
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表 1　開花促進試験によるカンゾウの成長結果

表2　手法による成苗率

図3　挿芽による発根
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図1　開花促進試験
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研究の背景・ねらい
　1980 年、長野県南部の豊丘村にマツタケ生育適地の実証を目的とし、施業区と対照区で構成された
試験地を設定しました。マツタケは一般に有機質の少ない土壌環境等を好むとされ、施業区は設定時
に大規模な除間伐と地表堆積物除去を行い、その後も軽微な下層植生除去を継続することでマツタケ
に適した環境を維持しました。一方対照区は設定時を含め一切施業を行っておりません（表 1）。2021
年 3 月には試験地設定 40 年超を期に、森林環境（林分・土壌）の調査を行い、環境整備施業による
マツタケ子実体発生への効果を検証しました。

成　　果
　試験地設定後のマツタケ発生量を図 1 に示しました。1980 年の発生量のみ対照区が施業区を上回り
ましたが、これは施業による発生環境の攪乱によるものと考えられ、それ以降は常に施業区が対照区
を上回っています。発生量の年変動は施業区、対照区とも大きく、この変動幅を平準化するため攪乱
があった 1980 年を除き、10 年ごとに平均値を求めました（図 2）。これによると 1981 年から 2000 年
にかけては施業区と対照区の発生量に差はなく、2001 年以降には有意差（p<0.01、Fisher の最小有意
差法）がみられています。これは施業効果により、施業区では発生量が維持されているものの、対照
区では施業を行わなかったことにより発生量が減少したものと考えられます。
　この施業効果は土壌環境にも表れていました。試験地設定時、及び 2021 年における施業区、対照
区での土壌断面調査結果を図 3 に、2021 年の土壌表層付近を写真 1 に示しました。これによると試験
地設定当時は A 層を欠いた受埴土と判定したものの、41 年の経過により施業区、対照区ともに有機
質の蓄積により A 層が形成されています。A 層の形成は対照区のほうが厚い傾向がみられました。さ
らに A 層形成に重要な因子となる A0 層の厚さについて施業区、対照区それぞれ 144 地点で調査を行っ
た結果、施業区は 3.58㎝に対し、対照区では 5.15㎝（p ＜ 0.01、t 検定）と対照区では A0 層が厚く堆
積していることがわかりました。このため、対照区はマツタケにとって不適切環境である有機質の多
い土壌形成が進行していることが明らかとなり、マツタケの生産には施業が重要であることが実証さ
れました。

成果の活用

　マツタケ山所有者の一部には、マツタケに悪影響を及ぼすとして施業を行わない例もあります。今
回のような 40 年超にわたる調査事例は他にほとんどなく、得た施業実証例を、長野県まつたけ指導者
研修会ほか、各種研修会で活用しています。

長野県林業総合センター 特産部　　古川 仁・片桐 一弘・増野 和彦
　育林部　　田中 裕二郎・大矢 信次郎

信州大学農学部　　徳岡 滉大・水野 藍ら・山田 明義

マツタケ試験地 41 年間の観測結果
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表 1 豊丘村試験地における施業と林況

図1 	豊丘村試験地における
マツタケ発生量の年変化

図2 	豊丘村試験地における
10年毎の平均マツタケ発生量の変化

図3 豊丘村試験地設定時（1980年）と設定41年後の施業区と対照区の土壌断面図

写真1 豊丘村試験地設定41年後の施業区と対照区の土壌表層付近
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研究の背景・ねらい
　サカキは、和歌山県内に多く自生しており、日本有数の生産量を誇っています。しかし近年、サカ
キの葉に原因不明の白点被害が発見され、県内各地及び高知県、鹿児島県、佐賀県等西日本各地に被
害が拡大し、サカキの品質低下による産地維持が懸念され、その対策を求められています（写真 1）。
このため、白点被害の原因究明と農薬登録を含めた防除方法の確立に取り組みました。

成　　果
１．	白点被害の原因は、オビヒメヨコバイ族の新属新種であるサカキブチヒメヨコバイによる吸汁痕

であることがわかりました。成虫の特徴は、体長約 4mm で、メスは体色がやや薄く、腹部の産
卵管により性別の区別ができます（写真 2）。

２．	幼虫は、5 回脱皮し、概ね 3 ～ 4 週間で成虫になります。また、吸汁行為は、成虫、幼虫共に行なわれ、
細いストロー状の口吻を葉の細胞質に差し、内容物を吸汁することがわかりました（写真 3）。

３．	サカキブチヒメヨコバイを防除するため、3 種類の農薬の薬剤効果試験を実施し、その結果を農
薬メーカーに提供しました。アセタミプリド粒剤（商品名：ダイリーグ粒剤）は令和 3 年 1 月に、
シペルメトリン乳剤（商品名：アグロスリン乳剤）は令和 3 年 3 月に、MEP 乳剤（商品名：スミ
チオン乳剤）は令和 3 年 4 月に農薬登録されました。

４．	サカキブチヒメヨコバイ成虫の発生は、春（5 月）、夏（8 月）、秋（10 月）の 3 つの大きなピーク
があります。防除には、幼虫を駆除することが重要なため、ダイリーグ粒剤を用いた場合、散布
してから 2 週間後に効果を発揮することと幼虫の発生の時期が成虫の発生ピークの 3 ～ 4 週間前
であることを考慮し、推定防除適期は、成虫発生ピークの 6 週間前であると考えました（図 1）。

５．	手入れがされていないサカキ栽培地において施業（間伐・断幹・整枝）を行った今回の試験では、
ダイリーグ粒剤をサカキの樹冠下にドーナツ状（直径 1.5m、散布幅 20 ～ 30cm）に春（4 月）と秋（9
月）に 1 回ずつ散布すると成虫の発生を抑制することができ、最も効率的な防除方法となりまし
た（図 2、3、4）。

成果の活用

１．	サカキブチヒメヨコバイの登録農薬として、3 種類が登録され使用可能となった。
２．	サカキブチヒメヨコバイの生態や防除方法の研究成果をまとめた「サカキを加害する新種ヨコバ

イ（サカキブチヒメヨコバイ）防除マニュアル」（https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/	
070100/070109/gaiyou/006/index_d/fil/sakaki.pdf）を令和 3 年 2 月に発行した（写真 4）。

３．	本防除法をサカキ生産者に普及するため、研修会や現地指導を行い、成果を関係者に広く周知し
ました。

和歌山県林業試験場 特用林産部　　田中 作治・坂口 和昭

サカキを加害するサカキブチヒメヨコバイの防除方法
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［ 問い合わせ先：和歌山県林業試験場 特用林産部 Tel	0739-47-2468 ］

写真1サカキの被害状況

図1	サカキブチヒメヨコバイの推定した発生消長とダイリーグ粒剤による防除適期

写真2 	サカキブチヒメヨコバイ
成虫（左：オス 右：メス）

写真3 	サカキの葉に発生する
サカキブチヒメヨコバイの吸汁痕

図2 	施業・薬剤（ダイリーグ粒剤）散布の有無に
よるサカキブチヒメヨコバイ成虫の捕獲頭数

図4 サカキへのダイリーグ粒剤散布方法

写真4 	サカキを加害する新種ヨコバイ
（サカキブチヒメヨコバイ）
防除マニュアル

図3 	サカキ被害葉の白点数区分と出荷可能な
葉の割合（ダイリーグ粒剤散布時期別）
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研究の背景・ねらい
　トチノキ・クワ・コウゾは、菓子や健康食品、和紙原料として利用されており、その多くは国外か
ら輸入されています。しかしながらこれらの原材料は、近年、輸入材料から国産材料へシフトする動
きが活発化しており、地域資源を活かした中山間地域の新たな収入源として期待されています。それ
ぞれの生産現場では、高い生産性・高品質が見込まれる個体のクローン増殖が求められていましたが、
既存技術には不明な点があり増殖成功率は低いのが現状でした。
　新たな産地育成の基盤として優良品種の効率的な増殖技術の一助とするため、クローン増殖が可能
な「挿し木」による「コンテナ栽培」方法について検討しました。

成　　果
　トチノキ、クワ、コウゾについて、それぞれ県内の生産者が優良品種として保有しているものから
採穂し、用土、採穂部位、挿し木時期、発根促進剤の濃度などについて検討しました。
　試験は育苗コンテナへの直挿しとし、クワとコウゾは 40 孔のマルチキャビティコンテナを、トチノ
キは 24 孔のマルチキャビティコンテナを使用しました。挿し木方法については、クワ、コウゾは管挿し、
トチノキは団子挿しとしました。団子挿しでは、乾燥状態の鹿沼土を粉砕し、75㎛メッシュの篩を通
過したものに適度に水を加えて直径 2㎝程度の団子状に成形したものを使用しました（写真 1）。試験
は全てミスト散水装置付きのガラス室内で行いました。
　成果として挿し木成績が向上する条件を表のとおり整理しました。これにより挿し木 1 年後の得苗
率はトチノキが 0％から 35％に、クワでは 10 ～ 30％から 55 ～ 85％に、コウゾでは 20 ～ 30％から
95％に向上しました。
　また、散水施設を持たない和紙生産者や薬用茶葉の生産者自らが原材料の育成を行う場合があるこ
とから、クワとコウゾについて衣装ケースを使用した簡易な増殖方法を検討しました。写真 2 のとお
り衣装ケースの中に育苗コンテナを入れ、底面灌水することで良好な得苗率を得ることができました。
これにより和紙生産者等の樹木の扱いに不慣れな方でも簡易に原材料を増殖することが可能となりま
した。

成果の活用

　本研究により得られた成果は、本県の刊行物「新しい技術第 58 号」に公表するとともに、県、事
業体等が開催する技術講習会で情報提供を行っています。
　「新しい技術」https://www.pref.tottori.lg.jp/236751.htm 

鳥取県林業試験場 森林管理研究室　　矢部 浩

特用林産樹木の挿し木による増殖
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表　特用樹種別の挿し木増殖の条件

写真1　トチノキの団子挿しの様子
IBA を混合した水で練った直径 2㎝程度の団子に穂木を挿し、周囲を真砂土で覆っている

写真2　衣装ケースを利用したクワ・コウゾの簡易増殖の様子

※IBA:インドール-3-酪酸、NAA：ナフタレン酢酸 

ゾウコキノチト分区

し挿管し挿子団法方木し挿

土砂真土砂真土用

採穂部位 前年普通枝 前年普通枝 当年普通枝 当年萌芽枝

採穂時期 1～3月 12月 6月上旬～中旬 12月

穂木保管期間 － ４ヶ月(冷蔵5℃) －  4ヶ月(冷蔵5℃)

挿し木時期 3月上旬～中旬 3月上旬 6月上旬～中旬 3月上旬～中旬

穂木サイズ － φ8㎜以上 同左 φ10㎜以上

IBA 10～50ppm

（団子に混合）

従来の得苗率 0％ 10～30％ 10～30％ 20～30％

得苗率 35％ 85％ 55％ 95％

mpp001AANは又ABI度濃と剤進促根発 IBA 50～100ppm IBA 5ppm

クワ

管挿し

真砂土
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研究の背景・ねらい
　本県のきのこ生産額は年間約 17 億円ですが、この 75％以上はシイタケ生産によるものであり、シイ
タケ以外のきのこについても生産振興が必要と考えています。2012 年度からは自生きのこを利用して
品種開発を目指す研究がスタートし、現在もこのテーマで研究を継続しています。この研究を開始し
た当時は、県内ではシイタケ以外に 8 種が生産されていましたが、エノキタケは 2001 年度以降の生産
がなかったこと、また本種の自生菌株を保有していたことから、エノキタケを品種開発対象の第一候
補としました。

成　　果
１．	県内 4 地域の自生子実体から得た 7 菌株（Fv-1 ～ 7）を供試しました。これらの自家交配を繰り

返して、すべての交配株について栽培試験をした結果、家系 3 は菌糸伸長が速く、収量が多い傾
向があり、家系 2 と家系 7 は株全体の色が均一で、柄が黒変しにくい特性が認められました。こ
の栽培試験で収穫した子実体を単胞子分離用のサンプルとし、家系 3 の 1 次菌糸 5 菌株（Fv-3A
～ 3E）と、同じく家系 2 と家系 7 の 17 菌株（Fv-2A ～ 2K と Fv-7A ～ 7F）との間で他家交配（家
系 3 ×家系 2 ＋ 7）を行い、菌糸伸長、収量、子実体の色を総合的に評価して、16 系統を品種候
補として 1 次選抜しました。

２．	品種候補 16 系統の培養試験と栽培試験を行い、親株の Fv-3、Fv-7 および既存の登録品種と比
較して菌糸伸長量や子実体の色などの違いが示せることを優先して、Fv-3E × 7E を品種として
選抜しました（写真 1）。

３．	温度別培養試験では、Fv-3E × 7E の菌糸伸長が最も速く、親株の Fv-3 を上回りました（図 1）。
４．	栽培試験の結果 Fv-3E × 7E の収量は 112.6g/ 瓶で、親株 Fv-3 の 137.5g/ 瓶には劣ったものの、

登録品種 Var-1、Var-2 とは同等でした（表 1）。
５．	Fv-3E × 7E は親株 Fv-3 に比べて柄が黒変しにくい傾向が認められました（写真 2）。
６．	子実体の遊離アミノ酸含有量はグルタミン酸、アスパラギン酸とも登録品種 Var-1 よりも Fv-3E

× 7E の値が大きく（表 2）、試食アンケートでは 128 回答のうち 60 回答で旨味が強い、コクがあ
るなど好評価を得ました。

成果の活用

１．	2018 年度から県内 2 か所の生産事業体によって開発した品種が利用され、2018 年度は 300㎏、
2019 年度は 600㎏、2020 年度は 1,050㎏と生産量が増加しつつあります。

２．	本県におけるエノキタケ生産は 1974 ～ 2000 年度の 27 年間に 50 ～ 150t/ 年の規模で続けられま
したが、2001 年度以降の 17 年間は中断されていました。開発品種によって生産を再開すること
ができましたので、今後はさらに生産が拡大するように技術指導していきます。

知的財産取得状況

　2018 年 4 月に品種登録出願して、2021 年 8 月5日付けで登録されました。品種名は「黄雲（こううん）」
です。

島根県中山間地域研究センター 農林技術部　　冨川 康之

自生由来エノキタケ品種の開発
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写真 1 選抜品種（Fv-3E × 7E） 写真 2 選抜品種と親株の柄の色

図1 選抜品種、親株および既存登録品種の培養温度別菌糸伸長速度

表1 子実体発生量 表2 遊離アミノ酸分析値
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研究の背景・ねらい
　大分県では乾シイタケの生産者の高齢化により、ほだ木の伏せ込み量が減少し、今後の生産量の減
少が懸念されています。また、生産現場からは「2 才木からの発生が以前に比べて少なくなっている」
との情報が寄せられています。特に、低温性品種においてその傾向が強くなっています。
　そこで、乾シイタケの生産量を維持増大し、需要に対応するために、2 才木の発生操作技術の開発
を目的として試験を行いました。発生操作として、本試験では散水と散水後にほだ木の木口や樹皮を
樹脂製のハンマーで叩く操作（以下、打木操作）を検討しました。

成　　果
　試験には低温性品種（品種 A、品種 B）を 20 駒接種した直径が 10cm 程度、長さは 1 ｍのクヌギ
を使用しました。1 才木の発生量調査後、発生量が同程度になるように試験区を設定し、秋期、冬期
又は春期に発生操作を行いました。散水は打木操作を行う前日の夕方から一晩（16 時間）行いました。
１．	散水と打木操作による発生操作
	 　品種 Aにおいて、対照区（ほだ木の本数が 36 本 /区、材積 0.37m3）、12月散水 /2月散水打木区（ほ

だ木の本数が 34 本 / 区、材積 0.37m3）、12 月散水打木 /2 月散水区（ほだ木の本数が 35 本 / 区、
材積 0.36m3）、12 月散水打木 /2 月散水打木区（ほだ木の本数が 34 本 / 区、材積 0.37m3）の計 4
区を設定し、試験しました。2019 年 12 月と 2020 年 2 月に散水又は散水に加えてほだ木の木口を
3 回、樹皮を 20 回の打木操作を実施しました。その結果、散水による発生量の増加を確認し、打
木操作を組み合わせると散水のみの場合より増加量が大きいことを確認しました（図１）。

２．	打木操作後の子実体の発生
	 　品種 B において、2020 年 2 月に散水と打木操作を木口又は木口に加えて樹皮に行いました。

木口のみ打木操作を行った処理区では、木口の周辺部から子実体が集中して発生しました（写真
1、写真 2）。

３．	発生操作を行う時期の検討
	 　品種 A において、対照区（ほだ木の本数 27 本、材積 0.26m3）、2020 年 10 月 /2021 年 1 月散

水＋打木区（ほだ木の本数 31 本、材積 0.30m3）、2020 年 11 月 /2021 年 2 月散水＋打木区（ほだ
木の本数 15 本、材積 0.14m3）、2020 年 11 月 /2021 年 3 月散水＋打木区（ほだ木の本数 16 本、
材積 0.16m3）の計 4 区を設定し、試験しました。発生操作として散水に加えて樹皮 10 回の打木
操作を 2020 年 10 月 24 日、11 月 10 日、2021 年 1 月 21 日、2 月 20 日、3 月 1 日に行いました。
ただし、2021 年 3 月 1 日の前日からの散水は降雨があったため、実施しませんでした。その結果、
いずれの時期においても発生量の増加が確認されました（図 2）。

成果の活用

　今後、シイタケ生産者に情報提供し、散水と打木操作による発生操作の実施を促します。

大分県農林水産研究指導センター　林業研究部　きのこグループ　　生野 柾大

原木シイタケ栽培における 2 才木の打木操作技術
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図 1 散水、打木操作による発生操作を行った試験での累積発生量（乾重量）の結果
累積発生量は子実体乾重量（kg）をほだ木の材積（m3）で除した値

図2 異なる時期に打木操作を行った試験での累積発生量（乾重量）の結果
累積発生量は子実体乾重量（kg）をほだ木の材積（m³）で除した値
2021 年 3 月 1 日の前日から行う散水は降雨があったため、実施せず

写真1 木口の打木操作後の発生状況 写真2 木口、樹皮の打木操作後の発生状況
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